
令和６年３月２６日１４時００分
近 畿 地 方 整 備 局

「インフラＤＸの取組を継続的に推進している建設会社」として
９８社を認定します。

～インフラDXを推進するための近畿独自の取組です～

近畿地方整備局独自の取組として、インフラDXを推進しており、その一環として、ICT施工
を実践し、継続的にインフラDXの取組を推進している建設会社を認定（「インフラDX認定」）す
る制度を令和４年度より創設しています。各建設会社から出されたインフラＤＸ推進計画等に
ついて、評価及び認定を行い、令和６年３月１２日付けで、令和４年度からの継続として５０
社、令和５年度の新規として４８社の計９８社を認定しました。

インフラDX認定は、業界のＤＸを活用した様々な技術による新３Ｋの取組の促進や地元建設
会社におけるデジタル技術活用の人材育成とインフラＤＸ等の普及促進を目的として令和４年
度に設立した認定制度です。

令和６年３月８日に、令和５年度近畿地方整備局インフラＤＸ認定委員会を開催し、審議の結
果、令和６年３月１２日付けで９８社を認定し、令和６年４月１日より総合評価の加点対象としま
す。

■認定社数
９８社（うち、令和４年度認定の継続５０社、令和５年度認定の新規４８社）

■認定期間
令和４年度認定社：令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで
令和５年度認定社：令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで
※認定期間は、１年ごとに継続審査を経て、最大３カ年有効です

令和５年度認定会社については、近畿地方整備局のホームページにて公表しております。
https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/infraDX/lbhrsn000000drhe.html

＜取扱い＞

＜配布場所＞ 近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ

＜問合せ先＞ 近畿地方整備局
企画部 工事品質調整官 荘司 周夫 （内線3310）

しようじ ち か お

技術管理課 課長補佐 三谷 正人 （内線3158）
み た に ま さ と

電話 ０６－６９４２－０２０７（直通）



近畿地方整備局インフラＤＸ認定制度について

１．今後、我が国において生産年齢人口が減少することが予想されている中、建設分野におい
て、生産性向上は避けられない課題となっています。 国土交通省においては、建設現場に
おける生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す新しい取組であるi-Construction（「IC
Tの全面的な活用」「規格の標準化」「施工時期の平準化」に加え、近畿地方整備局独自の
取組である「受発注者間のコミュニケーションによる施工の円滑化」）を進めてきています。 i
-Construction によって、建設現場における一人一人の生産性を向上させ、建設会社の経
営環境を改善し、建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るとともに安全性の確保を
推進していきたいと考えています。

また、近畿地方整備局では、インフラＤＸの取組の一環として、令和５年度からのBIM/CIM
の「全ての詳細設計・工事で原則適用」を念頭に、実施体制の整備や人材育成に取組んで
います。

さらに、遠隔臨場や無人化施工、映像解析による配筋出来形確認などの試行をはじめ、デ
ジタル技術による建設現場の生産性向上に繋がる取組を進めています。

以上のことから、近畿地方整備局では、積極的にインフラDXの取組を推進するとともに、BI
M/CIM技術の普及のために人材育成に取り組む建設会社に対して、その取組計画等を評
価・認定する「インフラＤＸ認定」制度を行うものです。

認定については、年１回実施しており、令和４年度からの継続として５０社、令和５年度の
新規として４８社の計９８社を認定しました。

認定を受けられた建設会社は、「インフラDXの取組を継続的に推進している建設会社」と
して、生産性向上に積極的に努められ、今後さらに魅力ある建設現場を目指していくことを
期待するものであります。

〈近畿地方整備局インフラＤＸ認定委員会 委員〉
（外部委員） 立命館大学総合科学技術研究機構 教授 建山 和由（委員長）

（公社）土木学会関西支部 幹事長 八木 知己
（行政委員） 近畿地方整備局 企画部長 小島 優

２．今回の認定会社は別紙のとおりです。

３．その他
詳しくは、近畿地方整備局ホームページをご覧下さい。
https://www.kkr.mlit.go.jp/plan/infraDX/lbhrsn000000drhe.html








